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我が国のエネルギーバランス・フロー
概要（2014年度）の資料を見ると、日
本のエネルギーバランス・フローの概
要が良く分かります。2014年度の資料
なので、原発は１炉も動いていません。
福島第一原発であのような悲惨な過
酷事故が発生し、新規制基準が策定
されてもまともな安全対策を行わずに、
再稼働を強行しているような状態では、
原発が１炉も動いていなかった2014年
度の「日本のエネルギーバランス・フ
ロー」がこれからの日本のエネルギー
基本計画を検討するための基本数値
になると思われます。

引用 エネルギー庁の平成27 年度エネルギーに関す
る年次報告（エネルギー白書2016）第２部エネルギー
動向/第１章国内エネルギー動向 / 第1 節エネル
ギー需給の概要



日本の化石燃料の輸入先

日本の原油の輸入先は依然として中東が圧倒的に多いが、天
然ガスと石炭を合わせた化石燃料の輸入量は、原油よりも多く
なってきており、日本の化石燃料の中東依存度は少しずつ低減
されてきている。しかし、ヨーロッパでも、中国でも自国のエネル
ギを国外の化石燃料に依存する事は、自国の安全保障に係わ
るので、再生可能エネルギーを急速に増大する動きが始まった

と思われる。そして、日本では原発は、準国産エネルギーとさ
れて、大きな存在理由とされた。

輸入原料炭が7,307万トン



ヨーロッパの天然ガス輸送パイプライン

ヨーロッパの天然ガスの使用量の三分の一は域内で生産量されている。しかし使用量の三分の一はロシ
ア国営企業ガスプロムの天然ガスに依存しているが、2006 年と2009 年にウクライナ・ロシアのガス紛争

が発生し、ウクライナを通過する天然ガス用パイプラインで送られていたロシアの天然ガスの輸送が停止
され、ヨーロッパは輸入天然ガスの取得に大変困った。そのために、ガスプロム社は2011年にロシアとドイ

ツを結ぶ海底パイプライン「ノルドストリーム」を稼働させ、このパイプラインだけでは輸送力が不足してき
たので、新規のパイプライン「ノルドストリーム２」を現在、建設中だ。しかし、エネルギー安全保障が具体
的な問題となり、風力発電量や太陽光発電量の急速な増大に拍車をかけることに成った。

出典 蓮見雄「EU の

エネルギー政策とロ
シア要因について」
https://oilgas-
info.jogmec.go.jp/pd
f/4/4493/201109_0
01a.pdf



中国の天然ガス埋蔵量

中国は１次エネルギーを石炭に
頼ってきて、自給率も大きかった
が、そのために酷い大気汚染の
大きな原因となっており、又ＣＯ2

の排出量も多い。そして、石油
資源には恵まれないが、天然ガ
スの埋蔵量は豊富である。

日本では東シナ海の天然ガスの
採掘のみがよく報道されている
が、奥地の方がはるかに埋蔵量
が豊富である。また、自国内に
広大な土地を所有しており、風
力発電や太陽光発電にも適して
いる。そのため、日本よりも早く
脱炭素化の路線を採択したと思
われる。

出典 IEEJ:2003 年8 月掲載中国の天然ガス事情国際協力プロジェクト部
プロジェク17ト調査グループリーダー山口馨石油ガス調査グループリー
ダー張継偉http://eneken.ieej.or.jp/data/pdf/717.pdf



パリ協定
2020年以降の地球温暖化対策の国際的枠組みを定めた協定。
2015年12月パリで開催された「気候変動に関する国際連合枠
組み条約第21回締約国会議」（COP21）で採択された（→気
候変動枠組条約）。2016年11月発効。地球温暖化対策に先進
国，発展途上国を問わず，すべての国が参加し，世界の平均
気温の上昇を産業革命前の 2℃未満（努力目標 1.5℃）に抑え，
21世紀後半には温室効果ガスの排出を実質ゼロにすることを
目標とする。締約国は削減目標を立てて5年ごとに見直し，国
際連合に実施状況を報告することが義務づけられた。また，
先進国は途上国への資金支援を引き続き行なうことも定めら
れた。化石燃料の枯渇化の問題だけでなく、脱炭素化の方針
が明快に策定された。



IPCC第５次評価報告書［注１］
「IPCC第５次評価報告書のポイントを読む」［注2］で執筆に参加された国立環境研究所研究
者江守正多氏の報告がされています。『過去100年及び最近の気候変動について、AR5で
は、過去100年程度の間に観測された気候変動について、ＣＯ２濃度の上昇、大気と海洋の
温度上昇、海面水位の上昇、雪氷の減少などの明瞭な傾向に基づき「気候システムの温暖
化には疑う余地がない」と結論している。これはAR4のときと基本的におなじである。また、
過去の気候変動の要因推定については、「1951～2010年の世界平均地上気温の観測され
た上昇の半分以上は、GHG（温室効果ガス）濃度の人為的増加とその他の人為的起源強
制力の組み合わせによって引き起こされた可能性が極めて高い」としており、AR4の同様の
記述にある「可能性が非常に高い（90％以上の可能性）」から「可能性が極めて高い（95％
以上の可能性）」に表現が強まっている。このような可能性の評価は、気候の内部変動の不
確実性の下で気候モデルによる過去再現シミュレーションと観測データを統計的に比較した
結果に基づいている。』
［注1］ IPCCとは. 国連気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate
Change）の略。

［注2］ 「IPCC第５次評価報告書のポイントを読む」
http://www.cger.nies.go.jp/publications/pamphlet/ar5_201501.pdf

http://www.cger.nies.go.jp/publications/pamphlet/ar5_201501.pdf


ジェレミー・リフキンの「第三次産業革
命」が2012年7月30日に発行されてい

る。著者はアメリカ人で、文明批評家、
経済動向財団代表である。

欧州委員会、メルケル独首相を始め、
世界各国の首脳、政府高官のアドバイ
ザーを務める。「第三次産業革命を理
念とするマスタープラン」を策定・推進
中。

この「第三次産業革命を理念とするマ
スタープラン」がパリ協定に大きな影響
を与えたと思われる。脱炭素化の方針
が明快に説明されている。



エイモリー・Ｂ・ロビンスの「新しい火の創造」
が2012年10月4日に発行されている。著者は

アメリカ人で、物理学者で、ロッキーマウンテ
ン研究所の共同創設者・会長で有る。 「新し

い火の創造」は、世界が脱炭素化するための、
新しいシナリオの提起で有る。
中国は、中国国家発展改革委員会（NDRC）エ
ネルギー研究所（ERI）がローレンス・バーク

レー国立研究所とロッキーマウンテン研究所
（RMI）と共同で、 「新しい火の創造」の検討

を行い、中国におけるエネルギー消費と供給
の変革に向けた2050年へのロードマップを作
成し、2014年6月に習近平国家主席が「エネ

ルギーの生産および消費の変革」を提唱して
いる。



第１回エネルギー情勢懇談会 議事次第
１．日時：平成２９年（２０１７年）８月３０日（水）１４：００～１５：３０
２．場所：経済産業省本館１７階第１～３共用会議室
３．議題：エネルギー情勢を巡る状況変化について

〇 30年エネルギーミックス、50年温室効果ガス80%削減は、
日本の大きな方針
・世界の情勢、成長や地政学リスク、温暖化対策の動向、トレンドは？
・技術の変革、産業構造の変化、金融の動向は？
・主要国の環境戦略、エネルギー戦略は？
〇技術革新・人材投資・海外貢献で世界をリードできる国、
制度、産業としての総合戦略を構想
〇 2050年へ向けたエネルギーを取り巻く世界の情勢を見極める



2000年には火力原子
力7兆円、再エネ6兆
円の投資が、2016年
には火力原子力14兆
円、再エネ30兆円の
投資に成ってきたので、
経済的な危機感から
日本でも脱炭素化の
議論を始めたと推定さ
れる。

出典 第１回エネルギー情
勢懇談会 資料1 「 エネル
ギー情勢を巡る状況変化」







出典 第１回エネル

ギー情勢懇談会 資
料1 「 エネルギー情
勢を巡る状況変化」



出典第25回総合資

源エネルギー調査
会基本政策分科会
「資料1-2 電力・ガ

ス事業政策の検討
の状況について」



ドイツの南北直流送電線設置計画

ドイツでは、デンマークに近い北
部で風力発電の大電力が得られ
るが、電力の大消費地は南部都
市である。送電ができないから、
直流送電線の建設を計画してい
る。日本でも、北海道、東北で風
力発電の大電力が得られるが、
電力の大消費地は東京や大阪
で有る。日本でも直流送電線の
建設を検討する必要が有るので
は？



デンマークには、水
力発電が無く、世界
最大の風力発電製
造会社が有る。そし
てORSTED社は従業
員5600人、売上1兆

円、風力発電率
84％の電力会社で

ある。このような会
社が増えてくるとお
もわれる。







アメリカのテキサコ社が主催したクールウーター石炭
ガス化発電国際プロジェクトは、日本の技術で３０年
以上前に水素の商業生産設備に成っている。





豪州におけるCO2貯留の大きな進展
Chevron（シェブロン）社は、2014/15年から、同社の巨大なGorgon（ゴル
ゴン）LNGプロジェクトの一環として、1億2千万トンの加圧超臨界CO2の
地下2,500メートルへの注入を開始する予定である。Gorgonガス田の生
ガスにはCO2が約14％含有されているが、メタンを液化して販売すること

を可能にするには、その前にこれを分離し、安全に処理する必要がある。
Chevron社は、州政府及び連邦政府と2009年に合意した野心的なプログ
ラムに基づき、西オーストラリア沖合のBarrow（バロー）島の地下にある
塩水帯水層にCO2を注入する予定。Chevron社は、年間3百万トン以上の
貯留能力をもつ世界最大のCO2注入施設に20億ドルを投資し、このプロ
ジェクトを、他の追随を許さない世界最大のCO2貯留プロジェクトとしてい
る。さらに注入されたCO2が地下の塩水帯水層の中でどのような挙動を
するかを研究するユニークな機会も提供している。



カナダでは、石炭をガス化炉でガス化し、
水素を製造し、CO2は油田後に圧入し
ている。アメリカでは、産業廃棄物のオ
イルコークスをガス化炉でガス化し、水
素を製造し、CO2は油田後に圧入して
いる。ＣＣＳ（CO2回収・貯留）は既に商

業生産設備である。

出典 世界のCCS
http://www.japanccs.com/about/world/



日本では、現在1年間に石
油約2億トン、液化天然ガス
役０．９億トン、石炭約2億ト
ンを海上予輸送して輸入し
ている。海外で、大規模太
陽光発電で製造された水素
やＣＣＳ付石炭ガス化炉で
安価に製造された水素を大
量輸入することも、脱炭素
化の一つの大きな選択肢と
思われる。





出典 柴田善朗 「国内再

生可能エネルギーからの
水素製造の展望と課題
第2 回CO2 フリー水素

ワーキンググループ」水
素・燃料電池戦略協議会
2016 年6 月22 日日本エ
ネルギー経済研究所
http://www.meti.go.jp/co
mmittee/kenkyukai/energ
y/suiso_nenryodenchi/co2
free/pdf/002_04_00.pdf



ニュースケール・パワー社の
小型モュール原発。アメリカ
ではシェールガスが安価に
成ったのでガスコンバインド
発電の電力が安価になり、
アメリカでの競争力は無く
なってきているようです。

日本には原発の推進に積極
的な政府があり、又日本に
は超高度技術の小型モ
ジュール炉をライセンス生産
する製造能力があるので、
アメリカで建設するのは難し
くても、日本での新型原発の
新規採用に期待しているよ
うに思われます。



日本のパリ協定実施目標 出典 第26回総合資源エネル
ギー調査会基本政策分科会
坂根分科会長提出資料



竹中技術研究報告 No.64 2008
3.4 コンクリートの寿命を延ばす（超高耐久性コンクリート）
寿命が2倍になれば，ライフサイクルで見たコンクリートの使用量は半分となり，
環境負荷も半減するのである。当社で500年コンクリートと名付けて超高耐久性
コンクリートの技術を発表したのは1986年である。コンクリートの中性化速度を

低減し，鉄筋位置までコンクリートが中性化するのに要する時間を長くすること
によって長寿命化を図った技術である。アミノアルコールとグリコールエーテル
誘導体という，それまでコンクリートに使用されたことのない化合物を見つけ中
性化を抑制したものである。当時，当社で研究を進めていた中性化進行の信頼
性理論による予測法により寿命を推定すると寿命500年という結果が得られた。
そのため500年コンクリートと名付けたのである。
3.1 コンクリートの環境負荷

しかし，先に述べたように，コンクリート用材料は，わが国の全マテリアルフロー
の約40%を占め，解体コンクリートは全産業廃棄物の10%弱を占める。さらに，
セメント製造時のCO2の排出量は我が国全体のCO2排出量の約4%を占める。



エネルギー情勢懇談会や総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会に
おいて、パリ条約の目標2050年に向けてのCO2の削減80%、日本において
は2013年度CO2 14.1億トンを2050年度に2.8億トンにまで減少させることは
不可能に近いと考えている人が多いと思われる。
しかし、これまで公開されて論議されてきた現在の日本と世界の技術では、
ニューテクノロジーの最先端は必ずしも、確認されていないように思われる。
また審議会では、原発はCO2の削減80%に大きく貢献できるとの発言が多い
が、エネルギー情勢懇談会に招いた国外の原発関係専門家は、もう世界の
先進諸国では、原発の新設は難しいと考えている。
それから、パリ条約の目標は、 CO2の削減80%だけではない。これからの
世界は、地球環境の保全を優先するであり、チェルノブイリ原発事故や福島
原発事故は、最大の地球環境破壊と考えている。今考えられている、 2050
年度のエネルギーの世界は、電力と水素と考えられる。それがほんとか、別
の道が有るのか、考えていく事が重要と思われる。


